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本研究は,EU都 市政策が住宅政策に与えている影響を,イ ギ リス,ド イツ,フ ランスにおける事業分析を通 じ

て明らかにしようとするものである。住宅政策は各国政府の責任のもとにあるが,間 接的にはEU統 合の影響を強

く受けている。EU助 成プログラムによる共通都市政策は,社 会 ・経済開発や地球環境問題への取 り組みを促す包

括的な事業を,問 題 を抱える住宅地で誘導,推 進するとともに,公 民の連携,非 営利組織や草の根の住民組織の参

画を方向づけるな ど,斬 新で実験的な方法を公式化 し,普 及させている。重視される課題や事業の進め方は国によ

って違いがあるものの,EU共 通都市政策は各国の住宅政策の方針に一定の影響を及ぼしている。
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       This study intends to make clarify the influence of European urban policy on housing in UK, Germany and 

France. Housing policy is not under direct responsibility of the European Union. However, the impact of European 

integration on housing is evident. European sustainable urban policy together with structural fund programs invites cities to 

initiate comprehensive and innovative projects in desolate housing area. They promote economic development, social 

inclusion, global sustainability and good governance. The analysis of European projects in each country affirms this tendency, 

although the designs and implementing process of each project reflect the national priorities and institutional framework.

1.は じめに

欧州諸国における過去20年 間の住宅政策を振 り返る

と,住 宅の量的充足 と質的改善がはか られるなかで,国

民一般 を対象 とする公的住宅供給政策は後退 してきた。

同時に,多 数の国でホームレスに象徴 され る貧困層の住

宅問題が顕在化 し,主 潮流である多数派向け住宅政策と

は別に,劣 悪な住宅事情の改善や困窮世帯の住宅確保へ

の支援等が実施 されるようになった。

市場統合による経済競争力の強化 というEU結 成の目

的に照らすなら,住 宅政策は市場重視 の方向性へ と収敏

化するとしても,そ の逆の方向にむかうことはない。多

数派向け住宅政策 と困窮世帯向け住宅政策 という住宅政

策の二分割を住宅政策の衰退化 と断 じるクレンマンは,

ヨーロッパ という次元は住宅政策の基底部分にはなん ら

影響を及ぼ してはいない,と いう文1)。

しか し,住宅政策分野におけるEUの 役割はいまだ流動

的である。見落 としてはならないのは,EUの 目指すもう

ひとつのベク トルである 「社会ヨーロヅパ」の建設や,

「持続可能な都市社会」をキーワー ドとする欧州共通の

都市政策が住宅政策に及ぼす影響である。助成資金フロ
ーという観点から住宅政策領域におけるEUの 役割を検

討 したステファンは,地 域を絞れば,EU構 造基金が住宅

政策予算の圧縮傾向に対抗す る上で,十 分な資金を注入

している,と 評価する文2)。

住宅政策のマクロな潮流にたいす るクレンマンの指摘

は当を得ているとしても,EUと いうグローバルな枠組み

が1980年 代以降進展する地方分権化 という文脈におい

て,各 国の都市政策 をどのように方向づけ,そ のことが

住宅政策にどのようなインパク トを与えているのかは検

討課題として残されている。本研究は,上記の観点から,

EU構 造基金 に基づ くプログラムを手がか りに,①EU都

市政策における住宅政策の位置づけ,② 共通都市戦略に
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依拠する居住関連EUプ ロジ ェク トの実態,③ 各国の関連

する制度の違いが,プ ロジェク トのすすめ方,重 点の置

き方などにもたらしている差異,を 検討する。

2.居 住分野におけるEU共 通政策

2.1EU統 合の影響と共通都市政策

住宅政策はEU共 通政策の対象 とはなっていないが,統

合による影響を強 く受けている。EU通 貨統合 に参加する

ためのハー ドルとして課せ られた財政赤字の削減は,加

盟国に住宅政策をふ くむ社会福祉政策全般の見直 しを迫

ってきた。その結果,社 会住宅への直接助成や社会住宅

供給組織に適用され る優遇税制が縮小され,援 助対象の

絞 り込みが強化された。また,金 融 自由化政策は,特 殊

金融 を介 して遂行されてきた社会 目的の住宅投資に構造

調整を迫ることとなった。社会住宅な らびに持ち家の供

給量はその影響を強 く受けている。住宅取得関連税制の

調整 もすすんでお り,こ れもまた,各 国の住宅政策に直

接,影 響を及ぼ している。

こうしたなかで,共 通政策 を模索する動 きも顕在化 し

ている。1980年 代末頃から住宅をテーマに活動するNGO

グループは,EU議 会に 「居住権」の立法化や居住関連研

究,実 験的事業への予算配分 を求めるなど,積 極的なロ

ビー活動を展開 してきた文3)。また,政 府 間レベルでも,

定期的に住宅政策担当相の会合が持たれている。社会住

宅供給組織については,ヨ ーロッパ レベルでの連合機構

が形成 されている文13〕。

なかでも,EUが 共通政策として推進する都市政策は,

間接的に住宅政策に大 きな影響を及ぼしている。

EU加 盟国は1980年 代以降,「 補完性(subsidiarity)

の原則」にもとつ く大々的な地方分権化を推進 してきた

が,財政的裏づけが不十分な状態のもとでの権限委譲は,

地方自治体の財政を圧迫 し,格 差を拡大させてもきた。

条件不利農業地域や経済後進地域には,1989年 か らEU

構造基金による交付金が投下されてきたが,都 市部に適

用されるプログラムはなかった。経済の相対的衰退,財

政難に直面 した地方都市 を中心に結成されたユーロシテ

ィーズ(Eurocities)注1}は,グ ローバル化や競争による

経済成長が必ずしも公平な社会の実現にはつながらず,

こうした歪みを是正する国家の役割が後退 した結果,地

域 ・都市間格差や階層格差が拡大 し,社 会的排除が広範

囲にすすんだ,と 指摘 した。そ して,持 続可能性 という

概念を用いて,都 市の役割に焦点をあて,統 合を阻害す

る要因である地域 間格差の是正に都市開発が有効であ り,

貧困,失 業,雇 用不安,犯 罪等,深 刻な都市問題を抱え,

衰退の危機に瀕 している都市の存在は,EUが 共同体 とし

て共有すべ き社会価値の実効性を問うものであると提起

したのである文4),文14)。

この提案をもとに練られたEU共 通都市政策の中心的

テーマは,持 続可能都市の実現である。それは,都 市の

社会的,経 済的,文 化的な持続可能性 と,地 球環境の保

全という観点 を統合的に捉えた概念である。1998年 に発

表された,『EUに おける持続可能な都市開発一行動 に向

けた枠組み』は,① 経済競争力と雇用の確保,② 都市域

における平等,社 会統合,都 市再生の促進,③ 都市環境

の保全 と改善,④ 適切な都市統治とローカル ・エンパワ

ーメン トへの寄与 ,と いう目標 を掲げ,こ れ らに基づ く

行動指針を提示 した文5}。

2.2共通都市政策を推進するEU構 造基金プログラム

域 内経済格差を是正する目的で設置されたEU構 造基

金は,共 通政策を推進するための強力なインセンティブ

である。上記都市政策と連動する構造基金は,衰 退 した

既成市街地や荒廃社会住宅団地の再生プロジェク トに注

入されてお り,事 業主体が空間整備 と社会経済開発 を統

合的にすすめるよう,方 向づけている。

都市問題 をカバーする事業 プログラムとしてもっとも

有力な ものは共同体主導のプログラム注2),URBANで ある。

都市生活の質を改善する斬新な計画を財政的に支援する

もので,1994～99年 間に9億 万eurが 投資され,ト ータ

ルで118地 区,320万 人を対象とする事業が展開された。

URBANは,都 市生活を構成するすべての要素を対象とす

ることができるが,住 宅への投資は加盟国政府の責任の

もとにあることから,顕 著な例外とされた。 しか し,後

述するように,実 際には事業の大半は問題 を抱える住宅

地で展開されてお り,居 住環境の改善が重要なテーマと

して位置づけられている畑 。

これよ り小規模な実験事業注3>で,都市再生のための統

合的 アプローチ として開始 され たのが都市実験事業

(UrbanPilotProject,UPP)で ある。UPPに 対しては,'

1989～99年 間に1億6400万eurが 合計59の プロジェク

トに注入され,こ こでも居住関連事業への間接的な支援

が実施された文ε}。

URBANな らびにUPPが 事業地区を限定 したプログラム

で あ る の に対 して,産 業 衰退 地 域 で 展 開 され る

Objective2に よる助成事業は,面 的にはよ り広範なエ リ

アを対象とするものである文15)。適用基準は,長 期失業

率がEU平 均を上回る,貧 困世帯が多い,環 境破壊が進行,

犯罪率が高い,居 住者の教育水準が低い等で,こ れ らの

選定基準はしば しば,劣 悪な住宅事情 と重なっている。

居住 関連プロジェクトが想定され るのはこのほか,適

用地域や地区を特定 しない共同体主導プログラムである。

また,構 造基金の適用外であるが,多 くの点で共通する

特徴 をもつプログラムPOVERTY3(1989-93年)に おいて

も,居 住住関連事業が実施された文2)。



2。3EU助 成プログラムに先行する各国の事業制度

1)イギリス

イギ リスにおける都市再開発政策の第一の転換点は,

1974年 住宅法の施行にある。地方公共団体が手がけてい

たスラム ・クリアランス事業は,コ ミュニティや社会的

な紐帯を破壊するものとして批判され,こ れまで住宅の

修復事業 を手がけていたノンプロフィヅ トの住宅協会

(HousingAssociation,HA)が 台頭 してきたのであ る。

住宅協会の活動には,住 宅供給だけではな く,当 該地

域の活性化 に貢献するとみなされるものがあった。たと

えばグラスゴーでは,イ ンナーシティにおいて既存のコ

ミュニティをベー一スとした住 宅協会(Communitybased

HousingAssociation,CBHA)が 設立され,住 宅供給のみ

ならず地域経済の活性化に向けて小企業への施設を提供

する作業所の設立,雇 用創出をも意図した環境保全運動,

住宅協会の借家人と他の住民 との交流を促進するための

コ ミュニティ ・ルームの開設など,多 様な事業を展開 し

ていた。CBHAは 当初,住 宅供給の事業主体である住宅

協会の活動の一一elにすぎなかったが,EU共 通都市政策お

よびこれに基づ く助成プログラムが出現 したことによっ

て,住 宅以外の事業に積極的にかかわるようになった。

EU助 成プログラムへの対応は中央政府 レベルでもす

すんだ。住宅政策 と都市政策 との連携を深め るために

1993年 に導入された統一再生予算(SingleRegeneration

Budget,SRB)は,EU助 成 プログラムを強 く意識 したも

のである。環境 ・交通 ・地域省は,「 イギリスにおける欧

州地域開発基金(ERDF)プ ログラムは,地 方自治体,民

間企業,ボ ランタ リー ・セクター,そ の他の地方団体 と

ヨーロヅパ委員会の協力のもとで実施 される。このプロ

グラムに適合する資金は,中 央政府の統一再生予算(SRB)

から支出され る」文16}と説明 している。

SRBの ねらいは,住 宅整備のみならず,雇 用創出,中

小企業への支援,コ ミュニテ ィ施設の整備,教 育環境の

改善等により,包 括的な地域の再生を促進することにあ

る。SRBの 開始とともに住宅協会への財政支出を担 って

きた住宅公庫(HousingCorporation,HC)は,住 宅供給 ・

管理 活動 に くわえて,そ れ以外 の活動(Non-housing

Activity)を 住宅協会に奨励するようになる。住宅政策

を,経 済開発や雇用創出,ま た社会開発 と連動させてい

くという枠組みのもと,従 来の住宅供給組織の役割を見

直す という方向性は,EU共 通都市政策における居住関連

事業の展開を容易にしている。

2)ド イヅ

1970年 代 までの ドイヅにおける都市更新は,イ ンナー

シティの面的 クリアランスが中心であった。これが既存

のネットワー クの破壊 をもたらしたことから,80年 代初

頭には,ネ ットワークの維持に配慮 した 「穏やかな都市

更新(behutsa皿eStadterneuerung)」 プロジェク トが縁辺

部の住宅団地 を中心に実施されるようになった。しか し,

80年 代半ばまでの施策の重点は,イ ンフラ,住 宅の改善

にあり,経 済再生はマージナルな位置づけにとどまって

いた。ようや く,80年 代後半か ら90年 代初頭にかけて,

都市更新は従来の物的側面重視か ら統合アプローチへ と

転換され,住 環境改善 ・社会サービスの拡充,経 済開発

などの施策が組み込まれた。こう して,雇 用 ・職業訓練 ・

教育 ・住民の資質向上に配慮するとともに,地 区住民の

生活条件の改善を目的とした社会統合プロジェク トが州

レベルで実施 され るようになった。1993年 にスター トし

たノル トライン=ヴ ェス トファーレン州によるプログラ

ムはその顕著な例である。同州の 「特に開発の必要性を

有 す る 市 区(Stadtteilemitbesonderem

Entwicklungsbedarf)」 支援プログラムは,99年6月 現

在,22の 自治体(26地 区)に 資金助成を行なっている。

ドイツでは1998年 に至るまで統合近隣開発 を促進す

る 国 家 プ ロ グ ラ ム は 存 在 せ ず,都 市 計 画 助 成

(Stadtebauforderung;1971年 ～)の 対象は,物 的環境の

再生に限定 されていた。 しか し,同 年の総選挙による政

権交替以降,連 邦 プログラム 「社会的都市(diesoziale

Stadt)」 がスター トした。その結果,統 合近隣開発支援

プログラムは連邦 ・州共同イニシアティヴとして実施 さ

れ るようにな り,1999年 には全国で123自 治体(161地 区)

がその対象 となっている。このように,州,連 邦段階に

おいて,EU助 成プログラムと適合性の高いプログラムが

時期的に相前後 して登場 している文川。

3)フ ランス

フランスでは1980年 代から,荒廃 した郊外住宅地区問

題への取組が本格化 し,事業制度 として1982年 に地区社

会開発(DeveloPPementSocialdesQuartiers,DSQ)が

スター トしている。また,1986年 には省庁横断的な都市

問題担当機関が設置された。さらに,第11次 社会経済計

画(1994～1998年)に よ り,都市協定(ContratdeVille)

制度が発足するとともに,1996年 には失業対策や都市の

セキュリテ ィ問題への対応等に適用される 「都市活性化

のための協議整備 プログラム(Pactderelancepourla

ville)」 が導入された。同制度のもとで,国 と問題地区

を抱える基礎自治体が協定を締結 し,地 区の基盤整備,

社会開発,経 済活性化を推進するとい う仕組みが一般化

された。

都市協定の締結は,産 業誘致やインフラ整備等の大規

模な地域活性化事業として展開される大規模都市再開発

事業,都 市グラン ・プロジェ(GrandProjeturbain,GPU)

を誘致するための必要条件である。また,地 区を指定 し,

適用されるプログラムが多数設けられ,地 域経済の活性

化,雇 用の促進,教 育環境の改善がはかられた注4)。困難



な問題を抱 える住宅地区に適用されるこれ らの事業制度

はいずれも,EU助 成プログラムとの適合性が高い。

2.4EU都 市政策における住宅の位置づけ

住宅はEUの 直接的な介入の対象 とはな らない。しか し,

ヨーロヅパにおける共通都市政策の推進は,住 宅政策の

重要性を浮かび上がらせている。住宅は都市問題の主要

な柱であ り,共 通都市戦略として提示された,① 経済競

争力と雇用の確保,② 都市域における平等,社 会統合,

都市再生の促進,③ 都市環境の保全と改善,④ 適切な都

市統治 とローカル ・エンパワーメン トへの寄与,の いず

れの切 り口か らアプローチ しても,領 域横断的,あ るい

は複合的な問題要素のひとつ として,位 置づけることが

できるからである。

1996年 に公表 されたEU都 市環境部会の 『ヨーロッパ

の持続可能な都市報告』は,持 続可能性の社会的側面と

して住宅 を取 り上げ,「 すべての人にアフォーダブルで

適切な住宅を保障することが主要な政策 目標 となる。住

宅は基本的な権利であると認め られているが,EU共 通の

住宅政策は存在せず,こ の分野での支援はほ とんどなさ

れていない。(中 略)都 市再生において住宅の果たす役割

に注目する必要がある」(第6章 第2節)と 指摘 している

文 η
。

共通都市政策 として練 られた4つ の持続可能都市戦略

は,住 宅政策の重要性を浮かび上がらせ ると同時に,「 持

続可能性」をキーワー ドに,経 済 ・社会 ・環境面での持

続可能性 と,人 権尊重,民 主主義の徹底という観点から

包括的な住宅政策 を誘導 している。資金面からみ ると,

事業対象地区におけるEU助 成は,さ まざまな事業が展開

されてきた問題集積地区への支援を厚 くし,追 加融資を

誘導 している。また,助 成制度を介 して,事 業実施主体

とな る自治体や住民組織,NPO等 に,事 業の企画,遂 行,

評価の各段階でEU共 通都市戦略を意識させ るにとどま

らず,住 宅政策に責任をもつ国(連 邦)や 州(地 域圏)

にも,共 通戦略に沿 った制度 を設ける等の対応を促 して

いる。共通都市政策 として提示された都市戦略の主要部

分は,各 国がこれ まで独 自に取 り組んできた都市住宅政

策 と重複 した り,そ の延長線上に位置づけられるもので

あるが,そ れらがEU共 通政策 として公式化されることに

より,各 国の住宅政策が再調整され るという状況が生ま

れている。

3.EU基 金助成による居住関連プロジェクトの特徴

ここでは,各 国で展開されているURBANプ ロジェク ト

(イギ リス19地 区,ド イツ12地 区,フ ランス13地 区)の

なかから,事 業計画書に住宅ならびに団地生活の改善に

関する具体的な記述がある各国10例,計30例(表3-3

参照)を 選定 し,事 業地区の特徴,EU基 金 とマッチング

ファン ドの特性,事 業の費 目構成,居 住分野におけるEU

都市政策の戦略分析を行なう。さらに,居 住関連事業が

助成対象のなかに明確に位置づけられているか,あ るい

は住宅供給組織が事業に直接 関与 しているか,と いう観

点か ら事例分析対象地区(各 国3例)を 選定 し,事 業展開

に関する考察 をくわえる。

3.1事 業概要

イギ リスの対象地区の人口は,1万 人か ら3万 人まで

であ り,全市に しめるその比率は,3%の リーズから39%

のグラスゴー ・ノースとかな り開 きがある。産業衰退に

より失業率はお しなべて20%を 超 えてお り,低 い教育達

成率による雇用難,劣 悪な住環境(荒 廃 した公営住宅団

地,老 朽民間賃貸住宅の集中),高 い犯罪率,健 康悪化等

の問題をかかえている。ほとん どの地区が都心部に隣接

するインナーシテ ィにあ り,道 路網 によ りシティ ・セン

ターから分断されていた り,エ スニ ック ・マイノ リティ

が人口構成上多数派をしめるために,周 辺地域から隔離

されている。

ドイツにおける事業地区は,EU構 造基金助成の対象 と

なるObjective2(港 湾地域,旧 採炭地域な どの衰退産業

地域の再生を支援;旧 西 ドイツ地域),ま たはObjective

1(後進地域の振興 を支援;旧 東 ドイヅ地域)の 指定地域 と

重なっている。対象地区の多 くは旧市街地の都心周辺部

に位置 し,現 在は基幹産業の衰退やインフラの老朽化,

住宅ス トックの荒廃によって長期失業者やマイノリティ

が集中する 「問題地区」 となってはいるが,元 来は発展

ポテンシャルの高い地区である。 したがって,こ うした

プロジェク トは,統 合近隣開発 によ り衰退 した市街地を

更新 し,内 的発展を図る取 り組みであると位置づけるこ

とができる。

フランスのURBAN実 施地区はすべて,国 内の事業制度,

都市グラン・プロジェ(GPU)の 実施地区と重なっている。

これ らの地区は概ね,移 民労働者や失業者の比率が突出

して高い郊外の荒廃住宅団地で,地 区社会開発事業が実

施された地区もふ くまれている。URBAN助 成は,直 接,

居住関連事業に注入されないが,こ うした住宅地で事業

が展開されるため,実 質的には住宅施策 と連動 し,こ れ

を支援,強 化 している。また,既 存住宅の改善や空き住

戸活用を促 した り,住 宅の管理方法や入居者選考方法を

URBANの 趣 旨に即 して見直すよう,方 向づけている。

事業総予算 におけるEU基 金の 占めるウェイ トは,国 ・

地区により差はあるものの,非 常に大きい(図3-1)。 イ

ギリスでは,事 業総額は9億eurか ら20億eurに わた り,

EU基 金のしめる比率は40%前 後である。ドイツでは,EU

基金比率は事業総額の35～75%と 格差があるが,と りわ

け旧東 ドイツ地域での比率が高 く,住 民一人あた り予算

額 も1,000eur以 上 と高額である(図3-2)。 これは,イ ン



フラ整備や環境改善などに多額の予算が投下されている

ことによるものである。また,比 較的人口規模の小さい

市区単位で適用されることが多 く,た とえば,ツ ヴィカ

ウでは人口わずか826人(市 人口の0.8%)の 地区でプロジ

ェク トが実施 されている。フランスでは,当 初予算が各

地区に均等に割 り振 られているので,地 区による差はほ

とんどみられない。投下された地区の人口規模は,7万

人から5000人 までの開 きがある。EU基 金は事業総額の

26%か ら41%を しめてお り,財 政面でのイ ンパク トはや

は り大きい。

EU基 金のうち,地 域開発基金(ERDF)は 都市基盤整備や

施設建設など,投 資予算 として使用できるのに対 して,

社会基金(ESF)は 雇用促進のための研修事業費等,人 的開

発プログラムとリンクさせなければならない。多少の幅

はあるものの,各 国とも前者が後者を大きく上回ってい

る(表3-1)。

マッチ ングファン ドの構成比(表3-2)を み ると,イ ギ

リスの場合,そ のほとんどを国と民間に依拠 し,地 域圏

と自治体の拠出はみられない。 ドイツでは,民 間資金の

投入は比較的少額であり政府主導といえるが,州 の比重

が最も大きい。これは,州 のイニシアティヴにより統合

近隣再生事業がスター トしたことと関係があるものと考

えられる。もっとも,政 府間の分担比率は事業地区によ

って大きく異なっている。フランスでは,自 治体の比重

が低 く,国,地 域圏のそれが高い。ただ し,注 意を要す

るのは,自 治体あるいは自治体連合や自治体組合等が出

資した り,債 務保証することにより設立される地域開発

会社が 「民間」や 「その他」に分類される可能性が高い

ことである。都市開発事業は基本的に,地 方に権限委譲

されてお り,実 質的には,自 治体の事業への関与は大き

いと考えられる。

事業の費 目構成 をみると,経 済開発,雇 用創出に各国

ともウェイ トが置かれてお り,両 者で40～60%を しめて

いる(図3-3)。 イギ リスでは,コ ミュニテ ィ開発やセキ

ュリティ確保が重視されている。 ドイツでは,地 元中小

企業の支援 を中心とした経済開発,職 業訓練事業をふ く

む雇用創出,各 種の関連施設整備による社会 ・コミュニ

ティ開発が行なわれているが,特 に旧東 ドイヅ地域のプ

ロジェク トでは環境改善も重視 されている。エアフル ト,

ハレ,ロ ス トックの3地 区では,予 算配分額では環境改

善事業が最も多い。フランスでは,事 業計画書に記され

たテーマは,大 きく経済開発,社 会 ・コミュニティ開発,

都市整備に分かれる。10地 区のなかでは,リ ヨンが都市

整備に比較的大きな予算を割 り振っているものの,他 地

区では,経 済開発や雇用関連事業にもっともウェイ トを

おいた資金配分 となっている。ただ し,こ のなかにも既

存建物の改善や用途転換による小規模事務所 ・作業所等

の創出が含まれていると考えられる。



経済開発や雇用関連事業では,団 地立地地域への企業

誘致や団地居住者を対象 とする職業訓練等の雇用促進プ

ログラムが,一 方,社 会 ・コ ミュニテ ィ開発では,保 育

所や社会福祉センターの増設 ・整備等の福利厚生施策が

展開されている。これ らは,住 宅管理や団地内の社会生

活の改善に寄与することが期待されるものである。経済

開発,社 会開発,都 市整備事業はそれぞれ相互に密接に

連関 してお り,包 括的な居住政策が展開されている。

3.2共 通都市戦略からみた事業分析

EU都 市政策の基本戦略に照 らして,居 住関連分野の対

象事業の特徴 を整理すると,各 国とも経済開発,雇 用創

出がもっとも多 く採用されている。また,ド イヅ ・フラ

ンスでは国家(連 邦)と 地方政府(州,地 域圏)と が連携 し

て事業に取 り組んでいる(表3-3)。

イギリスにおけるURBANの 特徴 として,ま ず,ほ とん

どの事業が職業訓練や雇用の提供,経 済開発に重点を置

いてい ることが着 目される。また地区のセキュ リティ確

保 と,荒 廃 した建物の再生が重視 されている。居住関連

サー ビスとして,ブ ライ トン,コ ベ ントリー,プ レイズ

リーでは,コ ミュニティ ・センターが整備 された。連携,

協働 というテーマに着 目すると,ブ リス トル とコベ ント

リーでは,SRBに よる国のイニシアテ ィヴを補完する事

業が行なわれている。グラスゴー ・ノースでは,ス コヅ

トランド政府が中心 とな り,公 民のパー トナーシヅプと

して グ ラ ス ゴ ー 再 生 同 盟(GlasgowRegeneration

Alliance)を 結成 している。プレイズ リーでは,コ ミュニ

ティの参加と反貧困対策のために地域の諸団体によるプ

レイズリー ・パー トナーシップが形成されている。ノッ

ティンガムでは,コ ミュニティのセキュリティ対策 と,

歴史や文化の多様性を祝 う芸術的イベ ントの推進を目的

として,地 域住民,地 域の代表者,ロ ーカル ・ビジネス,

ボランタ リー部門,公 共部門を巻き込むパー トナーシヅ

プ ・フォーラムが発足 している。イギ リスでは,プ ロジ

ェク トへの実質的な住民参画がすすんでお り,公 民パー

トナーシップが担保されている。

ドイツでは,い ずれも国(連 邦)と 州 ・自治体ならびに

民間とのパー トナーシップによって事業が計画 ・実施さ

れてお り,以 下のような特色が見られ る。第一に,プ ロ

グラムは経済開発 ・雇用創出が中心であるが,職 業訓練

や ドイツ語習得な ど長期失業者,エ スニ ヅク ・マイノリ

ティ向けの社会統合ならびに労働市場への参入に重点が

置かれてい る。特に若年層の失業率が高い地区では,青

少年センターの設置など若者向け支援事業も積極的に展

開されてい る。第二に,地 区アイデ ンティテ ィの確立 ・

回復のために,地 元のシンボルとなる建物の修復と地区

センター等への利用転換がはかられている。第三に,居

住関連プロジェクトに関 しては,住 宅供給よ りも居住サ

ービスの拡充や住環境改善に重点が置かれている。 くわ

えて,市 場経済への移行にともなう起業推進施策を重視

する旧東 ドイツ地域では,地 元中小建設業の振興による

住宅供給部門の強化 と,雇 用創出,自 助活動への支援や



家主への資金助成による住宅需要側への支援強化を通 じ

て,地 区再生をはかる事業が注 目される。

フランスでは,「経済開発 ・雇用創出」がもっとも多 く

採用されている。そのための条件 として,居 住地イメー

ジの改変が重視 されてお り,セ キュ リティやアクセスの

改善,公 共交通,街 路,公 園等の都市基盤整備事業がこ

こに位置づけられている。同様 に,雇 用促進事業 も全地

区で実施 されている。一方,共 通都市政策で重視 され,

また,URBANプ ログラムの趣 旨からみても重要だと考え

られる 「社会的排除の縮小 とイコールアクセスの促進」

は,福 祉関連サービス拠点の整備や居住関連サー ビスの

拡充という項 目にほぼ限られ る。ソーシャル ミックスを

促進するための既存住宅の除去・改善事業は2地 区のみ,

イコールアクセスを促進するための特定ニーズ対応住宅

の開発は皆無であ り,住 宅への直接投資につながる事業

は回避されている。

事業手法 とかかわる 「自治 と住民参加に基づ く斬新で

柔軟な意志決定プロセス」に関しては,事 業実施地区す

べてが事業計画の策定段階で,国 や対象地区を所轄する

市町村の上位団体である地域 圏と連携する体制 を組んで

いる。フランスの場合これはURBANに 特有の事業実施体

制というわけではな く,GPUを ふ くむ都市協定事業自体

がこうした枠組みを前提 としている。付言すると,こ の

段階での公民パー トナーシップは皆無であ り,事 業予算

のシェアという観点からみた民間部門 との連携はすすん

でいない。民間との連携 という点で注 目すべき点は,居

住地管理や居住サー ビスにかかわる非営利団体が事業の

なかで活動 していることである。10地 区中,6地 区でこ

うした展開がみられる。地元住民の組織化やNPOと の連

携は地区社会開発事業等,URBAN以 外のプロジェク トに

おいても一部で実験的に実施されて きたが,一 般化 され

ているわけではない。また,1地 区ではあるものの,住

宅管理や居住サービス提供主体 として住民組織を位置づ

けようとするプロジェク トがあ り,フ ランスの住宅管理

の現状に照らせば,斬 新な試みとして評価される。

3.3事 例分析

1)イギリス

<ブ ライトンー-UIRBAN>事業の目的は,地 域の経済的 ・社

会的 ・物理的構造を改善 し,そ れらをコミュニティの発

展 と結びつけ,運 営することによ り,居 住者の生活の質

を改善することである。物理的構造の改善とは,荒 廃 し

た土地や建物を再生することで,こ れによ り提供された

雇用機会へのアクセスを地域住民に保証することをいう。

若者がプログラムに加わ るこ とを保証す るため,ユ ー

ス ・フォーラムを提供 し,居 住者,ボ ランティア,学 生

の事業への参加を促進 している。さらにコ ミュニティ ・

センターの設立,住 民がプログラムに参加できるよう,

保育サービスが提供されている。

<リ ーズーURBAN>事 業は3つ のスラム化 した地区で実

施 された。中心部に近接するにもかかわらず,こ れ らの

地区は主要道路のネ ットワークによりそこから切 り離さ

れている。事業の 目的は,対 象地区のスラム化 と,住 民

の社会的排除問題に焦点をあて,こ れ らを克服すること

によ り,当 該地区を全体都市のなかへ再統合することで

ある。強力な参加型アプローチがとられた。新たな雇用

機会を創出し,地 域生活の質を改善 し,地 域の信用力を

増大することにより,地 域住民の能力と向上心を増大さ

せることが企図されている。

<シ ェフィール ドーURBAN>対 象地区は1960年 代の高層

住棟やメゾネット式アパー トからなる住宅密集地域であ

る。プログラムは6つ の相互に関連する目的をもってい

る。列記すると,①URBANの 推進にコ ミュニティのメン

バーが十分な役割 を果たせるよう,地 区住民の能力を開

発する,② 援助プログラムを開発 し,地 域の雇用機会を

増加 させる,③ 環境共生社会に焦点を合わせたコミュニ

ティによるプロジェク トを進展させることにより,地 域

の物的 ・社会的環境 を改善する,④ 学校から職場へと移

った,社 会的に排除された若者の職業訓練のニーズに応

える,⑤ 国やEUが 公認する組織の支援を受け,地 域に根

ざして展開されているプロジェク トと協働する,⑥ プロ

グラムの期間中に実行されたプロジェク トが当該地区に

確実に利益をもた らすようにする,の6項 目である。

2)ド イヅ

<ブ レーメン・グレーペ リンゲ ン地 区一URBAN>旧 西 ドイ

ヅ北部,ブ レーメン州の州都で,港 湾機能 ・造船業の衰

退によ り雇用が減少 している。ここでは,州 政府の各省

(文化 ・スポーヅ,教 育,労 働 ・女性 ・青少年,建 設 ・環

境,経 済 ・港湾,社 会サー ビス,住 宅 ・都市計画など)

が地元行政組織や経済団体,再 開発実施企業,地 元住民

団体等 と連携 して事業を行なっている。URBANプ ロジェ

クト自体は経済開発 と雇用創出に重点があるが,関 連プ

ログラム(SozialeStadt)と して住宅建設助成(新 規およ

び増改築),近 隣居住促進プログラムを実施 している。

<ハ レーURBAN>旧 東 ドイツ南部,ザ クセン=ア ンハル ト

州の工業都市で,イ ンフラの老朽化,住 宅ス トックの荒

廃が顕著である。ここでは,市 の各部局(経 済,財 政,計

画,環 境,教 育,ス ポーヅ,青 少年,社 会 ・保健,建 設

など)が地元小売企業,住 宅企業,宗 教団体,各 種の地元

住民団体(文 化団体,青 少年団体等)と 連携 して事業 を行

なっている。 これらの担い手は定期的に会合 を持ち,情

報交換をしている。事業の重点は地区の若者を対象とし

た施策にあ り,経 済開発や雇用促進のみならずカフェや

スポーツ ・文化施設の建設など居住関連サービスの拡充

も行なっている。



<ザ ールブリュヅケンーURBAN>旧 西 ドイツ西部,ザ ール

ラン ト州の州都で,近 年では社会経済的衰退が顕在化 し

ている。ここでは,市 の各部局(都 市計画,労 働,環 境 ・

エネルギー ・交通な ど)が商工会議所,企 業コンサルタン

ト,教 育機関,地 元住民団体等と連携 して事業を行なっ

ている。事業の重点は経済開発,環 境改善にあるが,昼

間託児所の設置や女性起業家の育成な ど女性の社会参加

を目的とした施策の推進 に特色がある。

3)フ ランス

<オ ールネィ ・スー ・ボワーURBAN>事 業地区は,首 都圏

を構成するサ ン ・ドニ県に立地する。郊外型大規模団地

で,居 住人口は2万4,000人,地 区の失業率は20.7%で

ある。住宅総数6,360戸 の8割 近 くが共同建ての社会賃

貸住宅である。プロジェク トは能力開発 と経済開発 を重

視 し,職 業訓練,新 規経済活動の振興,雇 用センターの

設置,地 区へのアクセス向上がはかられた。居住関連事

業 として興味深いのは,ゴ ミの選別収集システムの導入

な ど,環 境面からの持続可能性 と,日 常生活の質の向上

という課題が関連づ けて追求されたことである。このた

めに重視されたのが住宅管理再編事業で,住 民からの意

見聴取をもとに,身 近な多機能型のサービス拠点が整備

された。

<ク リッシー・モンフェルメイユーURBAN>事 業地区はパ

リ市東部15k皿 に立地する荒廃 した郊外型大規模 団地で

ある。居住人口は5万4,000人 で,全 体人口に しめる移

民の比率,失 業率の高さに特徴がある。すでに,国 内事

業 として既存社会住宅の修復事業が実施されてお り,EU

助成事業は住戸の用途転換による事業所スペースの創出

や商業施設の整備拡充にあて られている。地区の基盤整

備によ り,緑 地や街路が整備 され,公 共交通が拡充され

た。また,失 業 した団地住民向けの雇用開発プログラム

が実施された。

<マ ルセイユ ーURBAN+Objective2>採 用されたEU助

成事業のなかに住宅事情の改善を目的 とするプロジェク

トが含まれている。地区の全般的な住宅事情の悪化を食

い止めるため,一 部の住棟を除去し,居 住密度を引き下

げるとともに,残存住宅の改善と周辺整備が実施された。

EU基 金は,制 度的には住宅の除去事業にも注入可能であ

るが,こ の事例では全額,団 地周辺整備に注入された。

事業主体は 肌M株 式会社(LOGIREM)で,マ ルセイユ市,

県,国,預 金供託金庫がマ ッチングファン ドを提供 した

文8)
。

4.ケ ー ス・スタディ

4.1イ ギ リス(グ ラスゴー南部プレイズリー市)

第 二次世界 大戦以 降,産 業 衰退 は,ス コ ヅ トラ ン ド,

と くにス トラース ク ライ ド地 域(グ ラスゴー南部 の プレ

イズ リー市をふ くむ)で 顕著であった。地域の経済は,

石炭,鋼 鉄,金 属組立のような重工業に特化 していた。

1970年 代 までに製造業の雇用は,ほ ぼ完全にな くな り,

地域の失業率を大きく上昇させた。高い失業率と経済問

題にくわえて,公 営住宅地の荒廃は,失 業人口の社会的,

空間的マージナル化に帰着 した。インナーシティのスラ

ム状態 を克服する試みとして,公 的部門による住宅開発

が1950年 代に展開されたが,造 成 された住宅地は,1980

年代 までに社会的 ・経済的排除問題が顕著な地域となっ

た。具体的には,荒 廃 し,汚 染されている工業地帯,ま

た,経 済的に衰退 したインナーシテ ィでこうした団地が

造成 され,上 昇傾向にあった男性失業率を加速させると

ともに,特 定人口の集中による社会問題を惹起させた。

スコットランド中央政府は1969年 に 「都市プログラ

ム」を導入 した。このプログラムで政府は,衰 退 した地

域の問題 に対処する革新的なプロジェク トへ資金 を提供

した。 この試みは,放 棄された工場の撤去による経済活

動を産み出 した。それはまた,中 央お よび地方政府当局

による近隣再生事業をともなっていた。土地利用の更新

による地区再生と雇用機会の創出については一定の成果

が得 られたが,新 たに産み出された雇用は往々に して,

当該地 区外から流入 して くる熟練労働者に与えられ,結

果的に地域間題は存続 した。

1980年 代 にはすでに,公 的機関が部門別の活動によっ

て多面的な地域間題の解決を試みるのは,困 難であるこ

とが明 らかになっていた。民間部門だけでな く,地 元住

民が問題解決のプロセスに関与することが必要な ことは

さらに明確だった。

こうして,1988年 に中央政府によって開始されたのが,

プレイズリー市のフェルグス リーパーク地区におけるパ

ー トナーシ ヅプ事業である。同地区は,5,000～6,000人

が居住する市の郊外に位置す る住宅地である。高い失業

率と貧困問題が顕著なことで知 られる。この新 しいイニ

シアテ ィヴは,地 方 自治体,コ ミュニティ,民 間部門等

の協働 によ り地域の持続可能な再生を実現する,と いう

点で革新的であった。その 目的は,住 宅供給,地 域雇用,

社会問題(特 に麻薬 と犯罪に関する)に 取 り組み,地 域

の人々を労働市場に参入させることであった。

フェルグス リーパークにコ ミュニティ ・センターを建

設することは,地 域生活における重要な課題であり,住

民に価値のあるサービスを提供するものであった。1992

年5月,フ ェルグス リーパーク ・パー トナーシヅプ事業

を推進する事業主体が設立され,EU委 員会がターナヒ

ル ・センターへの融資を決定 した。

このプロジェク トは,フ ェルグス リーパークにおける

多機能型コミュニテ ィ ・センターの創設につながった。

UPP(1989～93年)は,地 域の包括的再生戦略の一部を

形成 し,セ ンターは都市の再生戦略にとって不可欠な多



くの施設を提供 した。それらは,社 会活動のための施設,

十分な書庫をもつ大きな公立図書館,ひ とり親世帯が訓

練 と雇用機会 を得 ることを可能にするための育児施設,

新たな設備 とサー ビスを備えたヘルスクリニ ヅク,コ ミ

ュニティー ・グループが活動や会合を維持するための施

設等である。

また,地 域で住宅改良に携わっていたフェルグス リー

パーク住宅組合がセンター内に事務所スペースを獲得 し

た。従来,こ の住宅組合は,そ の立地特性のために地域

内の限定された地区で しか活動することがで きなかった。

新 しい事務所は,組 合が地域の中心拠点 となる場所で会

合を開き,し たがってその顧客へのサー ビスをよ り充実

させることを可能にした。

UPPの 経験は,よ り広域的な事業 として展開されたプ

レイズ リー市のURBAN事 業(1994～99年)へ と継承 され,

発展 した。そこでは,公 共,民 間,NPO,地 域住民 を包括

するパー トナーシップが形成 され,雇 用確保,住 民の問

題解決能力の向上,新 たな経済活動の発動,社 会的供給

の改善がすすめられた。

4.2ド イツ(デュースブルク市マルクスロー地区)

デュースブルク市は,ド イツ西部,ノ ル トラインニヴ

エス トファー レン州に位置する人口約52万 人の工業都

市である。同市マルクスロー地区は,炭 鉱 ・製鉄工場の

立地を基盤 とする典型的な労働者住宅地区として19世

紀末から20世 紀初めにかけて急速な発展を遂げた。しか

し,1970年 代半ば以降の産業構造の転換にともな う鉱工

業施設の閉鎖や生産縮小により,過去10年 間に限っても

約6,000名 分の職場が減少し,多 くの生産労働力人口が

流出 した。その結果,周 囲を工場,旧 屠殺場跡地やアウ

トバーンに囲まれ空間的に孤立 しているため居住上の魅

力を欠 く同地区(図4-1)で は,住 宅ス トヅク(その多 くは

1880～1910年 に建設された集合住宅)の 更新も遅れてい

る。また,こ の地区は1960年 代まではデュースブルク市

北部における最大の買物中心地であったが,比 較的裕福

な住民層の転出によ り購買力が低下したため地区の衰退

が一層進み,今 日では居住上の魅力を欠いたネガティヴ

な地区イメージが定着 している。

マルクスロー地 区では,21,000人 の住民(1996年)の う

ち外国人比率は約36%(市 平均17%)に 及んでお り,そのう

ち70%を トルコ人住民が占めている。失業率も約25%に 達

し,う ち37%は1年 以上の長期失業者である。また,社

会保障受給者や単親世帯の割合 もデュースブルク市の平

均をはるかに上回るセグ リゲーションの進んだ地区とな

っている。同地区においては,1985年 にデュースブルク

市 の 主 導 に よ る 「包 括 的 都 市 更 新(ganzheitliche

Stadterneuerung)」 プログラムがスター トし,住 宅建設

助成,環 境改善,住 民の職業教育,商 工業用地の開発等

の事 業が着 手 され た。この プログ ラムは,1994年6月 に

は以 下の二 つの組織 によ り運 営 され る 「プ ロジェク ト ・

マル クス ロー」 と して再編成 された。一 つは,デ ュース

ブルク市 の100%出 資 企業 「デ ュース ブル ク市 マル クス

ロ ー 地 区 開 発 有 限 会 社(Entwicklungsgesellschaft

Duisburg-MarxlohmbH;以 下EGM)」 で あ り,市 当局 か ら

の委任 を受 けて 同地 区での都 市更新,居 住,地 元経 済活

性化 事業 を担 当 す る。第二 の もの は,「 市 区 プロ ジェ ク

ト・マル クス ロー(StadtteilprojektMarxloh)」 で あ り,

若 年層,長 期 失業者,社 会保 障受給 者 に対 す る就業 ・職

業訓 練,社 会 構造 ・イ ンフラ,文 化 関係な らび に異 文化

間交流 の政策 領域 を担 当 してい る。 この組織 は,市 の行

政 ヒエ ラル ヒー に包摂 され る都 市行 政組織 の一つ であ る

が,権 限 を超越 して機 能 し,市 の最 上級指 導部の管轄 下

にある。

「プ ロジェク ト ・マル クス ロー」 は,① 様 々な地域 間

題の総 合的改 善 を 目指 す統一 的 プロジ ェク トであ り,②

住 民 参 加 と ネ ッ トワ ー ク,③ 地 区(Ortstei1),市 区

(Bezirk),市 とい った各 レベ ルの行政 組織の共 同 を特徴

と してい る文9}。

「プロジ ェク ト ・マル クス ロー」 に よ り実施 され る事

業は,州 プ ログラ ム(1994-98年 の総 額約10Mio.eur),

連 邦 プログ ラム(1996年 以 降,毎 年約6～8Mio.eur),

URBANに よ って支援 され てい る。この うち,URBANか らの

補助金 はEU構 造 基金(地 域 開発基 金6.8Mio.eur,社 会

基金1.30Mio.eur),ノ ル トラ イン=ヴ ェス トファー レ

ン州(8.10Mio.eur),民 間 資金(2.45Mio.eur)で 構 成 さ

れ る。URBAN予 算 とその内訳 は,新 規 経済活動 の創設 ・

促 進(3.85Mio.eur,URBAN予 算 総 額18.65Mio.eurの

20.6%),地 元 雇用 の促進(4.08Mio.eur,同21.9%),社 会 ・

コ ミュニテ ィ開発(3.40Mio.eur,同18.3%)等 が 中心 であ

る が,住 宅 関 連 事 業 を ふ く む 都 市 整 備 に も2.48

Mio.eur(同13.3%)が 支 出 され てい る。事 業の 実施 にあた

って は,住 民参加 と事業 主体 間のネ ッ トワー クが重視 さ

れ,社 会 ・文化 ・経済 ・環境 に関す る諸問題 の克服 がは

か られてい る。

地 区更新 プログ ラムの うち特 筆すべ きもの と して近 隣

経済開発 支援施策 が あげ られ る。 これ は,ド イ ツ初 の近

隣経済 開発支援組 織 として1996年 に設立 された「経済 開

発 事 務 所(BurofurWirtschaftsentwicklung;以 下 、

BfW)」 に よ って推進 されて い る。BfWは,同 地 区 に進 出

しよう とす る起 業家 に対 して 用地,建 物,な どに関す る

情 報 を提 供 してい る。マル クス ロー の地元経済 は 中小企

業(地 区 内事 業所 の85%が 従 業 員9名 まで)に 依存 して い

るもの の,音 楽学校 やマルチ メデ ィア関連な どサー ビス

業 を中心に全事業 所の46%が 過 去5年 以内 に創業 され て

い る。特 に トル コ人企業 は,そ の80%が 新 規 に開業 され

た もの であ り,経 営者 が若い(31.5%が18～29歳)の が特



徴である。これは,彼 らが労働市場で不利 を被ることが

多いことの反映で もあるが,BfWの 活動はこうしたエス

ニヅク ・エコノミーのポテ ンシャル を生か した革新的試

みとして評価される文1。}。

住宅関連事業としては,① 非居住用建物の社会 ・文化

施設への転用と,② ファサー ドの修復 と美化ならびに住

環境の改善(良 好な居住用建造物の保全 ・活用)に 重点が

置かれている。

建物の社会 ・文化施設への転用に関 しては,1925年 に

建設されたサ ッカースタジアムの修復(1994年 ～)に よ

って地区アイデンテ ィティの強化がはか られた。この建

物にはEGM事 務所,研 修室,子 供の遊び場,喫 茶店など

コミュニテ ィ施設が付設され,コ ミュニテ ィ ・セ ンター

としての機能 をも担 っている。こうした施策は,居 住関

連サー ビスの拡充やネヅ トワークの拠点と して資するの

みな らず,地 区イメージを改善 し,地 区の居住地として

の魅力の回復 ・向上するものとして評価できる。

ファサー ドの修復 と美化ならびに住環境の改善につい

ては,既 に住環境改善プログラムによって1994年 以降

56棟 のファサー ドの修復 と美化に補助金が支出されて

いる。これに加えて,所 有者や住宅企業によって,自 主

的に多 くの住棟の近代化,フ ァサー ドの修復 ・美化が行

われた(「カラフルな近隣[FarbigerStadtteilMarxroh]」

施策)。現在までに,公 的資金援助を受けたものを含めて,

合計約400棟 のファサー ドの修復や中庭の美化が実施さ

れている。また,地 区内の住宅新築,近 代化,フ ァサー

ドの修復を促進するために,EGMは 同地区の住棟所有者

全員(約1,500人)に 対 して,助 言や各種助成に関する情

報提供 を行なっている。さらにEGMと 「市区プロジェク

ト ・マルクスロー」は,同 市区の居住の質を向上させる

ために,所 有者な らびに住民からな る住環境改善イニシ

アテ ィヴを推進 している。こう したイニシアティヴの例

として,① 建造物への落書きの除去,② 緑化 と植樹,③

ファサー ド・道路 ・広場の美化,④ 住民による中庭の設

置と維持な どがあげられる文9)。これ らは,居 住地管理や

居住サービスの提供に関わる地域密着型ボランティア団

体の育成 ・支援策としての意義が大きい。

4.3フ ランス(リー ル都市圏ルベ市,ト ゥールコワン市)

フ ラ ンス 北東部,ベ ル ギー国境 か ら非常 に近い ところ

に位置 す る リール 都 市圏 連合(Connunaut6urbainede

Lille)は,中 心 市 リー ル とその周 囲を取 り囲む87の 基

礎 自治体 か ら構成 されて い る。総 人 口は106万 人(1996

年)で,広 範な産業 衰退地 区 を抱 え,構 造基金 プログ ラ

ムのObjective2対 象 地域 に指定 され てい る。

なか でも,URBANの 対 象地 区 をふ くむ ルベ(Roubaix)

市,ト ゥール コワ ン(Tourcoing)市 は,深 刻 な問題 集積

地帯 と して知 られ てい る。両市 は ともに,リ ール 市の北

西部に位置 し,19世 紀に紡績工業により急速に発展 した。

急激な人口増加が無秩序な都市開発 と並行 してすすんだ

ため,そ の後の地域経済の衰退 ともあいまって,中 心市

街地 には適切に維持 されないまま老朽化 した狭小な住宅

ス トヅクが大量に残 された。1960年 代には,中 心部の再

開発,ま た郊外開発が実施され,そ の過程で社会住宅が

大量に供給 された。 しか し,同 時期 に,産 業構造の転換

にともなう長期の構造的衰退 によ り,5万 件余の紡績業

関連雇用が失われた。新規に創設された雇用はその半数

の2万5000件 に過きず,構 造不況が続いた。1980年 代

には市街地の老朽化 した民間住宅街区にくわえ,戦 後造

成された社会住宅団地 もまた問題地区と化 した。

その一部は,1982年 には じまる地区社会開発(DSQ)

事業地区に選定され,社 会住宅の修復 ・改善事業がすす

められた。さらに同年,13地 区が優先教育地区に指定さ

れ,集 中的な国費投入による教育環境改善事業が実施さ

れた。 しか し,移 民労働者を大量にかかえる人口構造は

変わらず,失 業問題は解決 しなかった。地区の経済再生

は課題 として残された。

1990年 代に入 ると,先 行事業の成果 と問題点を踏 まえ,

全国規模で雇用創出や人口構成のバランス回復等への取

組を射程にいれた都市再生事業が国や地域圏との協定事

業として展開された。 リール都市圏では,ル ベ市,ト ゥ

ールコワン市をふ くむ13の 基礎自治体で ,住宅ならびに

居住環境の改善,雇 用創出,公 共サー ビスの改善,青 少

年非行防止という4つ のテーマに基づ く事業が展開され

た。また,集 中的な国費投 入事業 として企画された都市

グラン ・プロジェ(GPU)実 施地区に,両 市を含み隣接す

る4つ の基礎自治体が指定 され,こ の事業を推進するた

めの 時 限 組 織 と して,公 益 グ ル ー プ(Groupe皿ent

d'lnter6tPublic;GIP)会 社が設立された。GIPの 中心

メンバーは,都 市圏全体の都市計画に責任 をもつ リール

都市圏連合か らの出向者である。

GPU実 施地 区ならびにルベ市,ト ゥールコワン市,リ

ール都市圏の人口特性をみると,第 一にあげられる特徴

は,失 業率の高さである。事業対象地区の失業率は生産

人口4人 に1人 を上回る割合である。全市レベルでみて

も都市圏のなかで突出して高い(失 業率;ル ベ市24%,

トゥールコワン市18%,都 市圏14%)。 第二に,移 民や

外国人世帯主の割合(26～36%)が きわだって高いこと

である。第三に,多 子世帯が多 く,若 者が多い。6人 以

上世帯比率は11～13%に 達 している。住宅事情をみると,

ルベ,ト ゥールコワンともに老朽化 した民間ならびに社

会住宅ス トック(社 会住宅比率36～50%)が 大量に存在

している文11i。

事業地区な らびに リール市をふ くむ周辺一帯では,複

数の 「都市政策」関連プログラムが並行 してすすめられ

てい る。なかでも成功事例として全国的に注 目を集めて



いるのがルベ市のZF(非 課税区域制度)で ある。中心部

をふ くむ広範なエ リアが指定されてお り,ベ ンチャー企

業の誘致を促進するため,一 定年限,企 業主に課せ られ

る事業所税,所 得税,社 会保障負担が免除されている。

中心部に空き家や未利用地が多かったにくわえ,GPUに

より老朽建物の修復による事務所スペースの創出や都市

基盤整備がすすみ,免 税措置 との相乗効果でベンチャー

企業を惹きつけることに成功 したといわれる。ルベ 市で

は1998年 末 までに新規 に2,400件 の正規雇用 と3,100

の臨時雇用が創出された文12}。

URBANに よるEU助 成は,GPUと して展開され る28の 多

様な事業のなかか ら,地 理的対象を絞 り込んだうえで,

支援事業 としてふさわしいテーマをもつものに注入され

ている(図4-2)。 選定基準は,① 問題地区に事業 を集中

させ,総 合的な地区活性化に寄与する,② 地区整備を地

域の雇用創出,経 済活性化に結びつ けて展開する,③ 事

業展開過程に地区住民を巻 き込み,受 益をもたらす,の

3点 に整理 できる。EU助 成は,先 行する地区社会開発

(DSQ)事 業や住居改善プログラム事業注5),ま た並行 し

てすすめられている都市協定事業,都 市グラン ・プロジ

ェ(GPU)と 連携することによ り,問 題集積地区への集中

的な予算注入を可能 にしている。事業全体のなかで,住

宅や住環境の整備 ・改善事業は,荒 廃地区というイメー

ジを払拭 し,投 資を誘導するために重要であると位置づ

けられてお り,都 市基盤整備とあわせて,そ れ らが経済

活性化や雇用促進に波及することが企図されている。

助成事業の展開される地区の選定,事 業のイニシアテ

ィヴや権限は,基 本的にはGPUの 実施主体となるGIPが

掌握 している。NPO組 織の事業への関与は,部 分的であ

り,専 門性の強い分野にパー トナー として参入するにと

どまっている。 とはいえ,事 業は,「 住民参加」「環境」

「地元NPOの 活用」などEU都 市政策の重要な柱となるテ

ーマを事業 に組み込むことを促 してお り,物 的な環境整

備における優先順位や手法を方向づけている。

事業地区で実施 された手法を例にとると,使 われな く

なった工場建物を活用 し,経 済や文化活動拠点として再

利用するプロジェク トでは,地 元のNPOと の連携が重要

なエ レメン トとして位置づけられている。また,商 業活

性化事業では地元の商業者組合や消費者組合 との連携が

模索されてお り,荒 廃団地整備事業では,住 民生活に身

近な緑地整備 を住民参加によ り推進する方法が採用され

ている。事業の主要な目的である経済活性化 と雇用創出

は,地 域生活の改善や人的資源開発など,地 区住民が直

接受益できる事業 として展開されている。

5.お わりに

EU基 金の各国住宅政策へのインパク トは,ま ずなによ

りも環境に配慮 した社会・経済開発 というスローガンが,

名実 ともに各国に浸透 しつつある,と いうことであろう。

住宅問題の解決をたんに社会住宅の建設や福祉給付に委

ねるのではな く,経 済開発,雇 用促進,コ ミュニティの

活性化,環 境改善などをふ くめた包括的な対策の一環と

して位置づける方策が,実 施 されつつある。もちろんサ

ステ ィナブルな都市政策の内容には,各 国によりヴァリ

エー ションがある。イギ リス,フ ランスでは,経 済開発

と雇用促進が重視 されているのに対 し,ド イツでは旧東

ドイツ地域を中心にインフラ整備 と環境改善に力点が置



かれている。

第二は,サ スティナブルな都市政策の実現のために,

さまざまな部局間の調整 と公共,民 間(企 業,NPO,住 民)

の協調体制が構築されつつある,と いう点である。イギ

リスでは,こ れまでなされてきた都市再生にかかわる予

算をSRBに 統合 した。さらにURBANの 事例 に示されるよ

うに,関 係する公民諸主体の協調の場 として,同 盟,パ

ー トナーシプ,フ ォーラム等が設定されてい る。 ドイヅ

では連邦と州との共同により社会統合プロジェク トが推

進され るとともに,URBANで は,当 局 と企業,各 種団体,

住民組織 との連携による事業が展開されている。フラン

スでは,す でに1980年 代に省庁横断的な都市問題担当機

関が設置されていた。 しか し,公 民の協調体制は充分で

なかった。URBANで は,住 宅管理や居住サー ビスにかか

わるNPOが,事 業の一翼を担うパー トナーとして注 目さ

れつつある。

以上,EU基 金の各国住宅政策への影響について,定 性

的な評価をしてきた。定量的な評価については,統 計の

制約上,言 及できなかった。今後の課題としたい。

<注>

1)ユ ー ロシティーズ(Eurocities)は,パ リ,ロ ン ドン等の

大都市を除 く人口25万 人以上の都市自治体を会員とする

任意団体。結成以来,EU議 会に問題 を提起 し,都 市政策を

共通政策として重視するよう働きかけている。

2)1994-99年 計 画期間中,構 造基金の9%が 共 同体主導プロ

グラムとしてURBANを ふ くむ13の テ ーマに割 り当て られ

た。2000-2006年 には5.35%がURBANを ふ くむ4つ のテー

マに割 り当てられる。

3)規 則 によ り,構 造基金の1%は 「実験事業」や 「斬新な方

法」を支援するために使用可能である。

4)都 市協定事業の実施対象地区には,次 のような区域指定が

設けられている。①非課税区域(Zonesfranches,ZF):1996

年 に制定 された 「都市活性化のための協議整備プログラ

ム」に関する法律の適用対象区域で,特 に難 しい社会 ・経

済問題をかかえる地区。一一定の要件を満たす区域内の企業

は,各 種優遇税制の適用を受けることができる。②市街地

再活性化区域(Zonesderedyna皿isationurbaine,ZRU):

1995年 に創設。緩述する敏感区域に指定された地区のなか

から問題が深刻だと判断された350地 区が指定されている。

各種優遇税制の適用を受ける。③敏感区域(Zonesurbaines

sensibles,ZUS):従 来 の地区社会開発(DSQ)事 業 の対象

となる地区。社会賃貸住宅の集中と,失 業率,外 国人居住

者比率などの高さに特徴づけられる。都市再生融資の適用

等,税 制や融資面で特別な措置が適用される。

5)主 と して旧市街地での住宅ス トックの修復,改 良事業を促

進する目的で,1977年 に導入された事業制度。
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